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｢食事バランスガイド｣ツールの活用に関する考察
―第３報　管理栄養士・栄養士と一般者 ( 成人 ) の理解度―
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はじめに
　我が国の疾病に関する主な問題は、肥満や生活習慣病
などの増加、栄養の偏りや不規則な食事などが大きな原
因とされその問題を是正する目的で平成 7（2006）年
に食育基本法が制定された。総則第二条には、「食育は、
食に関する適切な判断力を養い生涯にわたって健全な食
生活を実現することにより、国民の心身の健康の増進と
豊かな人間形成に資することを旨として行われなければ
ならない」）と示されている。健康の保持増進は、食事・
運動・睡眠などを基本とした望ましい食生活を確立する
ことにより実現する。特に、食生活における自己管理能
力を育成するには、管理栄養士・栄養士の実践指導は重
要であり、用いる教育教材は対象者の理解度の高いもの
という要件が関わる。
　平成 7 年に厚生労働省と農林水産省は、健康づくり
の教育教材として「食事バランスガイド」を公表した 2）。
管理栄養士・栄養士は、「食事バランスガイド」を人々
の食生活の自己管理能力を育成する為の具体的なツール
として、保健指導における栄養教育を中心に給食管理の
場などで活用している。
　我々は、一報で一般者を対象に「食事バランスガイド」
の活用に関する認知度と理解度についてアンケート調査
を実施し報告した。その中で「食事バランスガイド」の
認知度は低く、「ほとんど参考にしない」が 76.9％であっ
たが、コマ型のイラストと料理例を用いた演習を行った
後は「今後は利用するように心がけたい」とする者が
48.9％に増加したことから、演習は「食事バランスガ
イド」の活用 , 意識の向上に役立つということがわかっ
た。また、実際の摂取量と適正量の自己判断では数（SV）
に差があること、応用献立（例題）は「食事バランスガ
イド」の例示通りには解答がされず、日常の食事経験を
尺度に自己判断する傾向にあったことなどを問題として
挙げた３）。
　二報では、岐阜県在勤の管理栄養士・栄養士を対象に、
アンケート調査（一報のアンケートを一部改編）を郵送
法にて行った結果を報告した。「食事バランスガイド」
は栄養教育の場には使用するが、給食における献立紹介
の場での利用度は低いという実態などから、対象者の理
解度向上に向けて一報で行ったような演習を効果的に活
用すべきだと考察した。また、一報と同様に応用献立（例
題）を用いて SV 判定を行ったが、教育実践指導者であ
る管理栄養士・栄養士の回答の中においても一部誤回答
があった４）。
　三報では、「食事バランスガイド」を用いた演習によ
る適量と実際量の数（SV）の判定について一報と二報
の比較を行い一般者と教育実践指導者である管理栄養
士・栄養士の理解度に関して考察を行ったので報告する。
　
Ⅰ目的と調査概要
1）目的
　「食事バランスガイド」のコマ型を用いた数（SV）判
定について、成人の一般者対象（調査１）と、岐阜県在
勤の管理栄養士・栄養士対象（調査２）との回答を比較
し、複合料理（主食＋主菜＋副菜）および、適量と実際
量の数（SV）の判定結果をもとに両者の理解度に関し
て考察をする。
2）調査概要
①方法
　調査 ：一般者を対象に、平成 20（2008）年  月
に調査用紙を配布、自記式・留め置き法にて実施し、
98 名から回答を得た（有効回答数 94：回答率 95.9％）。
　調査 2：岐阜県栄養士会員である岐阜県在勤の管理
栄養士・栄養士 975 名を対象に、平成 22（200）年
 月に郵送法にて調査を実施し、主旨賛同者 42 名か
ら回答を得た（回収率 4.6％）。なお、有効回答数は
、回答率は 78.2% であった。
　なお、調査１と２の実施にあたっては、文書に目的と
データの提供に関する守秘を明示し、同意を得られた場
合のみ調査用紙の回収を行った（一報・二報にて報告済
み）。
②調査対象者の状況
　調査 ：一般者（ｎ＝ 94）の平均年齢は 36.6 ± 6.8 歳、
20 歳代が 33.0％、40 歳代が 28.7% で約半数を占めた。
男女比は男性が 28.7％、女性が 7.3％で、職業は「学生」
が 33.0％、「会社員・公務員・団体職員」が 28.7％、「パー
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トタイム・アルバイト」が 8.％、「専業主婦」が 9.5％
などである。（以下、Ａグループと記す。）
　調査２：管理栄養士・栄養士（ｎ＝ ）の平均
年齢は 42.0 ± .7 歳、30 歳代が 3.8％、50 歳代が
25.4% で約半数を占めた。男女比は、男性が 0.9％、女
性が 99.％で、所属分野は「病院・医院・診療所」が
28.9％、「福祉施設」が 27.0％、「保健所・保健センター」
が 6.2％などである。（以下、Ｂグループと記す。）
③調査内容の比較項目
　一般者のＡグループと、管理栄養士・栄養士のＢグ
ループとの共通設問、および、同一教材を使用した例題
による食事の数（SV）判定と、適量と実際量の数（SV）
の判定結果について比較する。なお、Ｂグループについ
ては「食事バランスガイド」を業務で「利用する」者
42.3％をＢグループ①、「利用しない」者 57.7％をＢグ
ループ②とし、必要に応じてデータを分けて示す。
　業務で「利用する」とした者の所属分野の内訳は、保
健業務が主である「保健所・保健センター」が 34.0％
で最も多く、次いで「病院・医院・診療所（9.％）」，「地
域活動（7.0％）」である。
　
Ⅱ結果および考察 
1.「食事バランスガイド」の使い方についての感じ方
　調査  と調査 2 の共通設問の中で、「食事バランスガ
イド」の使い方についてどのように感じているかをＡグ
ループで「食事バランスガイド」の使い方を知っている
者（n ＝ 3）とＢグループで比較した。また、Ｂグルー
プ①（業務に利用する管理栄養士・栄養士）についても
併記し「食事バランスガイド」の使い方についての感じ
方を三者で比較した（図１）。
　「数（SV）の数え方がわかりにくい」はＡグループ（使
い方を知っている）が 30.8％、Ｂグループが 4.4％、
Ｂグループ①が 70.2％でいずれも多かった。次いで「料
理の区分けが難しい」はＡグループが 38.4％、Ｂグルー
プが 27.9％であった。各グループの回答の傾向には差
があった（p<0.05）。Ｂグループ①は、対象者に指導す
る立場で、対象者に対する感じ方であるが、いずれも高
い数値となった。
　「食事バランスガイド」は、料理区分（主食，副菜，主菜，
牛乳・乳製品，果物）毎に「１つ（SV）」には根拠があり、
主材料に由来する栄養素や重量が関係する。健康維持を
実践するには栄養素レベルでの根拠が大切であり、それ
を理解していると料理を組み合わせる意味がわかる。成
人男子（身体活動レベル普通）の場合  日のサービング
数（SV）は、主食の「１つ（SV）」は「ごはん・パン・麺」
などの炭水化物 40g で１日「５～７つ（SV）」、副菜の「１
つ（SV）」は「野菜・きのこ・いも・海藻料理」などの
主材料の重量 70g で１日「５～６つ（SV）」、主菜の「１
つ（SV）」は「肉・魚・卵・大豆製品」などのたんぱく
質約６g で、１日「３～５つ（SV）」、「牛乳・乳製品」
の「１つ（SV）」はカルシウム 00mg で１日「２つ（SV）」、
図 1　「食事バランスガイド」の使い方についての
感じ方（複数回答）　　　　　　　
図 2　「食事バランスガイド」と適量チェック表
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「果物」の「１つ（SV）」は重量 00g で１日「２つ（SV）」
である。このようにサービング数の根拠はバランスの良
い１日の料理を組み合わせる指標となる（図２）。
　「食事バランスガイド」は元来、イラストの組み合わ
せでバランスがわかるという便利なツールである。一般
者は SV 数の根拠を意識せず料理のイラストだけを覚え
れば、食器（料理）毎でチェックするのでわかりやすく
活用しやすいはずである。しかし、「食器（料理）毎で
チェックするのでわかりやすい」についてはＡグループ
（使い方を知っている）が 7.7％、Ｂグループが 9.8％、
Ｂグループ①が 2.3％と共に低い値であった。
　農林水産省はホームページで「食事バランスガイド」
について各種パンフレット等の教材を公表している。そ
の中に、例示以外の多くの料理例を早見表５）にして掲
載しているものがあり、これらは食器（料理）毎でチェッ
クするのでわかりやすい教材となっている。したがって
これらの資料を普及させることが今後、一般者の理解を
深める手段となると考える。
　
２．例題による SV 判定
　外食・テイクアウト食品の普及や、家庭食でも食の欧
風化などにより、「主食」・「主菜」・「副菜」の形式が失わ
れつつある今日、カレーライスやシチュー、五目そばな
どひとつの料理に異なる料理区分の料理が合体した複合
料理の出現率は高くなっている。このため、複合料理を
分解して SV 数をカウントすることは必要な知識となる。
　そこで、調査１、および調査２において料理の数（SV）
の解釈について、応用献立例として「チキンカレーライ
ス１皿」＋「きゅうりのサラダ」＋「牛乳コップ１杯」
＋「チョコレート１かけ」を提示し、献立の名称だけで
料理を想像し料理の数（SV）を記入させた結果をＡグ
ループとＢグループの回答で比較した（図３）。正解は「コ
マの料理の例示以外の料理例の早見表結果」5）を用いた。
　Ａグループ・Ｂグループ①（業務に利用）・Ｂグルー
プ②（業務に利用しない）の各々の料理毎の SV 判定結
果を図４～６に示す。全体的にＡグループより、Ｂグルー
プの方が正解率は高かった。
　また、複合料理（チキンカレーライス：主食 + 主菜
+ 副菜）については、「主食」のご飯（SV：２つ）の
正解率はＡグループが 82.9％、Ｂグループ①が 00％、
Ｂグループ②が 93.8％であった。
　「主菜」の鶏肉（SV：2 つ）はＡグループが 7.％、
図 3　例題による SV 判定
図 6　チキンカレーライスの SV 判定結果
（B グループ②：業務に利用しない n=64）
図 5　チキンカレーライスの SV 判定結果
（B グループ①：業務に利用する n=47）
図 4　チキンカレーライスの SV 判定結果
（A グループ：一般者 n=82）
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Ｂグループ①が 46.8％、Ｂグループ②が 33.4％であった。
　「副菜」の野菜（SV：2 つ）はＡグループが 4.9％、
Ｂグループ①が 29.8％、Ｂグループ②が 2.9％であった。
　主菜と副菜の正解率は共に 50％以下で、Ｂグループ
①・②についても低かった。ＡグループとＢグループ①・
②の料理区分毎の回答の傾向には差があった（P<0.05）。
SV 判定には「食事バランスガイド」の基本形の SV 数
を把握した上で応用の知識が必要となる。このため、料
理名だけを手がかりに複合料理の SV 数を判定すると、
自分の日常摂取している料理の分量を基本にして SV 数
を捉える為、回答にばらつきがあった。
　「副菜」の「きゅうりのサラダ」についてはＡグルー
プとＢグループ①で比較した。「きゅうりのサラダ」（SV：
１つ）の正解率はＡグループが 86.2％、Ｂグループ①
が 95.7％でともに高かった（図７）。両グループの回答
の傾向には差があった（P<0.05）。
　「牛乳・乳製品」の「牛乳」についてはＡグループと
Ｂグループ①で比較した。正解率がＡグループは 2.4％、
Ｂグループ①が 54.3％で、間違った回答をする者が他
の料理と比べ多かった。これは、大半の者が牛乳コップ
１杯のサービング数（SV：２つ）を、１SV と少ない数
（SV）で回答したことによるものであった（図８）。両
グループの回答の傾向には差があった（P<0.05）。
３．料理のイラストによる理解度の判定
１）性・年齢・活動量別適量の数（SV）の正解度
　「食事バランスガイド」では日本人の食事摂取基準
200 年版でエネルギー量を３区分に示し、2200 ±
200kcal を基本型としている６）。そして、男女別、年齢
層と活動量で振り分け自分の適量を見つけることができ
る。なお、基本型よりも少ないエネルギー量は 400 ～
2000kcal，多いエネルギー量は 2400 ～ 3000kcal を設
定している（図２）。
　調査１と調査２において共に、主食・主菜・副菜別に
１つ（SV）及び２つ（SV）の料理例をイラスト（図９）
で示し、自分の適量の数（SV）について、主食・主菜・
副菜別に１～ 8 つ（SV）の数字の中から１つを選ばせた。
適量の正解はアンケート用紙には記載せず、用紙回収後
に対象者の性別・年齢層別と職業を参考に活動強度を「低
い」として対象者の適量を作成した。そして、回答が適
量であれば「適量（範囲）」、適量より少ない場合は「少
ない」、多い場合は「多い」と評価した。
　「主食」の適量の数（SV）の正解度をみたところＡグ
ループ（n=94）の「適量（範囲）」は 4.5％で、約半数
の者が適量の数（SV）より少なく回答した。Ｂグルー
プの「適量（範囲）」は、①が 68.％、②が 65.6％でＡ
グループより高かった。
　「主菜」の「適量（範囲）」はＡグループが 53.2％で、
適量の数（SV）より少ない数（SV）または多い数（SV）
で回答した者はそれぞれ 23.4％であった。Ｂグループ
図 7　きゅうりのサラダの判定結果
図 8　牛乳の判定結果
 㪈㪅㪊 㪏㪍㪅㪉
図 9　適量の判定と実際の摂取量の評価で使用した図
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で適量の数（SV）より多い数（SV）を回答した者は①
が 34.0％、②が 50.0％であった。
　「副菜」の「適量（範囲）」は、Ａグループは 36.2％
で主食，主菜に比べ正解率が低かった。Ｂグループは①
が 9.5％、②が 64.％と正解率は高かった。Ａグルー
プとＢグループの主食、主菜、副菜の回答の傾向には差
があった（P<0.05）。
２）性・年齢・活動量別実際の摂取量の数（SV）の正
解度
　調査１と調査２において共に、自分の適量の数（SV）
を選ばせたのと同じ方法を用いて、日常実際に食べて
いる量について、主食・主菜・副菜別に１～ 8 つ（SV）
の数字の中から１つを選ばせた。回答が適量であれば「適
量（範囲）」、適量より少ない場合は「少ない」、多い場
合は「多い」と評価をした。
　「主食」について実際の摂取量の数（SV）の「適
量（範囲）」は、Ａグループが 36.2％、Ｂグループ
①が 66.0％、Ｂグループ②が 5.6％であった。Ａグ
ループでは実際に摂取している主食の量が「少ない」
が 57.4％と過半数を超えた。また、Ｂグループ①が
27.6％、Ｂグループ②が 42.2％と主食は摂取が少ない
傾向にあった。「主食」は炭水化物とエネルギーの供給
源であり、管理栄養士・栄養士は主食の適量を理解して
いても実際には摂取量が少ない場合があった。
　「主菜」の実際の摂取量の数（SV） の「適量（範囲）」は、
Ａグループが 48.9％、Ｂグループ①が 57.4％、②が
図 10　適量に関する数（SV）の判定結果
（A グループ一般者 n=94）
図 11　適量に関する数（SV）の判定結果
（B グループ①利用する者 n=47）
図 12　適量に関する数（SV）の判定結果
（B グループ②利用しない者 n=64）
図 13　実際の摂取量の数（SV）の判定
（A グループ一般者 n=96）
図 14　実際の摂取量の数（SV）の判定
（B グループ①利用する者 n=47）
図 15　実際の摂取量の数（SV）の判定
（B グループ②利用しない者 n=64）
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43.8％であった。「多い」は、Ａグループでは 6.0％、
Ｂグループ①が 42.6％、②が 48.4％であった。
　「副菜」の実際の摂取量の数（SV） の「適量（範囲）」は、
Ａグループが 24.5％、Ｂグループ①が 48.9％、②が
45.3％であった。「少ない」はＡグループでは 72.3％、
Ｂグループ①が 36.2％、②が 42.2％であった。Ａグルー
プでは「副菜」の摂取不足が目立った。「副菜」は「野菜・
きのこ・いも・海藻料理」が該当するので、主にビタミ
ン・ミネラル、食物繊維の不足が懸念される。
　調査１と調査２について「食事バランスガイド」を用
いた演習による適量と実際量の数（SV）の判定結果を
理解度の尺度として比較してきた。２つの調査は時期が
異なるので言及できないが、傾向として以下の様に考察
する。
　調査１の「食事バランスガイド」の認知度について１
報で報告した内容であるが、一般者は「“食事バランス
ガイド”という言葉を聞いたことがある」と答えた者が
55.3％、その内の「絵を見たことがある」は 92.3％であっ
た。しかし、使い方は「知らない」者が全体の 72.9％
であった。調査１のアンケート実施時期は、ポスターや
パンフレットの教材が普及し広報活動が主流だった時期
である。我々が作成したアンケートは、使い方を知らな
い者でも料理のイラストを用いた設問であるため、一般
者は簡単に答えることができ、自分の適量と実際の摂取
量を比較することができた。このように、自己評価する
ことで使い方の理解度は向上し、活用の動機付けとして
は有効であったと考える。
　調査２の管理栄養士・栄養士の場合、栄養教育実践者
として対象者に関して尋ねた項目の中で「食事バランス
ガイドを理解できる人は多いか」という設問では、「比
較的少ない方だと思う」と「少ないと思う」割合は合わ
せて 63.9％で、「食事バランスガイドを理解できていな
い」という評価をしていた。管理栄養士・栄養士自身の
自分の適量と実際の摂取量の比較については、「食事バ
ランスガイド」を日常の業務で「利用している」者の方
が理解度は高いことが確認できた。
４．理解度の向上に向けての提案
　「食事バランスガイド」の理解度向上には、どのよう
な方法が有効であるかについて、調査１と調査２の結果
から以下のことを提案する。
・パンフレットやポスター等で情報を提供する方法は対
象者が「見た」、「聞いた」という経験のみに留まるので、
理解を深める為には各自が実際に食べた食事を料理名で
書き出し「食事バランスガイド」のイラストを活用して
食事診断を演習によって体験する。
・男女別、年齢層と活動量で振り分けた料理区分別サー
ビング数について、自分の適量を正しく診断しコマの基
本形の図に正しく記録をする。サービング数に幅がある
ものは低い方の数（SV）に○印をつけ、全てのコマの
枠を埋めるものでは無いことを確認する。
・基本料理のサービング数を把握するには、基本料理に
ついて実物大で示した料理カードやフードモデルなどを
併用する。
・食事の種類は個人によって異なるため、コマのイラス
トでは種類が不足する。その解決策としては料理例の早
見表を活用する。この場合、料理の区分は参考にする
が、サービングサイズは自分の摂取量で SV をカウント
する。
・「主食」,「主菜」,「副菜」が一つの料理となっている
複合料理は、「主食」,「主菜」,「副菜」別に SV 数を例
示する。この場合も料理の区分は参考にするが、サービ
ングサイズは自分の摂取量で SV をカウントする。
・牛乳（コップ１杯） ２SV については、１SV という誤
回答が多かったので解説を加えてわかり易くする。
・市販料理に「食事バランスガイド」のイラストを掲示
することが購入時の尺度になる。「小売業・中食産業・
外食産業編活用マニュアル」７）が作成されているので、
その活用を求める。
・特定給食施設では給食を提供する際に管理栄養士・栄
養士が、料理別に「食事バランスガイド」の掲示を積極
的に実施する。
・保健栄養指導を行う際に管理栄養士・栄養士が教育教
材として「食事バランスガイド」を活用する機会を増や
し、必ず演習を組み入れる。
　次に、近年の我が国の取り組みにも着目をしてみた。
　平成 23 年から 27 年までの５カ年計画として「第２
次食育推進基本計画」が平成 23 年 3 月に策定され、「第
１次食育推進基本計画」の内容を踏襲し「「周知」から
「実践」へ」を概念に 3 点の重要課題が示された。①生
涯にわたるライフステージに応じた間断の無い食育の推
進、②生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進、
③家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進であ
る８）。そして、 個の目標項目を掲げているがその中
に「栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民
の割合の増加」があり、現状値 50.2％を 60％以上に目
指して達成目標を掲げている。この目標を受けて「食事
バランスガイド」を活用する啓発活動には各地で様々な
取り組みが行われ具体的には以下のような実銭事例が紹
介されていた。
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・幼稚園の幼児及び保護者を対象に幼児期における食育
の重要性の認識や「食事バランスガイド」を活用した食
生活の実践につなげるための取り組み。
・朝食欠食の改善と、米を中心とした日本型食生活の普
及啓発として「めざましごはんキャンペーン」の展開。
・魚料理の普及にはシーフード料理コンクールの開催。
・野菜不足に関して成人対象の普及啓発活動の実施。量
販店での幼児向けの食育体験ツアーや、一般消費者向け
野菜の調理方法等の情報提供と１日 350g の野菜摂取の
必要性の普及啓発。
・牛乳 , 乳製品でのカルシウム摂取の重要性や機能と栄
養の必要性について説明した副読本の作成・配布。
・果物の普及には、朝食の欠食率が高い 0 歳代から 30
歳代を中心に、朝食での簡単な食べ方の紹介や果物の健
康機能性等のセミナーを開催。
　このように幅広い普及啓発が展開されていくことが
「食事バランスガイド」の理解度向上にも繋がると考え
る。特に「主食」,「主菜」,「副菜」を組み合わせた基
本的な食事に「牛乳・乳製品」,「果物」を組み合わせ
るという食事形態を１日の中で組み合わせて摂取するよ
う実践する食行動の定着が望まれる。　
　我々は今後「食事バランスガイド」の理解度向上に関
して、今回提案した内容の一部を実践教育の中に取り入
れて活用し、学生の学習前後の理解度の変化や、給食の
場を利用した「食事バランスガイド」の活用、および食
事診断の効果について今後も検証をしていきたいと考え
ている。
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